
事業群評価調書（平成30年度実施）
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(１)

①

③

⑥

基準年 H28 H29 H30 H31 H32

目標値① ― ― 25% ― 35%

②／① ― ―

基準年 H28 H29 H30 H31 H32

目標値① 0.4% 0.7% 1.1% 1.4% 1.8%

②／① 40% 37%

基準年 H28 H29 H30 H31 H32

目標値① 0団体 0団体 0団体 0団体 0団体

②／① ― ―

進捗状況

順調

　　　　　　　　　　指　標 最終目標（年度）

⑥財政健全化法における計画策定団体の数

0団体
（H32）

実績値②
0団体
（H27)

0団体 0団体

事業群関係課(室) 観光振興課、都市政策課

市町の行財政基盤の強化

過疎・半島地域の活性化

基 本 戦 略 名 快適で安全・安心な暮らしをつくる 事業群主管所属
事業群①③：企画振興部地域づくり推進課
事業群⑥：企画振興部市町村課

施 策 名

①地域の特色を活かした地域振興に対する満足度
  ※県民アンケートによる

しまや過疎地域等の活性化と持続可能な社会の基盤づくり 課 （ 室 ） 長 名 事業群①③：村山　弘司、事業群⑥：井手　美都子

地域の底力を活かした特色ある地域づくりへの支援

事 業 群 名

１．計画等概要

（長崎県総合計画チャレンジ2020　本文） （取組項目）

①地域住民をはじめ市町や関係団体等が連携して取り組む地域のさまざまな地域課題の解決策を支援
するとともに、地域を担う一人ひとりの思いを活かしながら特色ある地域づくりや地域を担うネットワーク
づくりを支援します。
③過疎・半島地域において、豊かな自然環境、気候風土に培われた個性豊かな歴史文化など過疎・半島
特有の地域資源を活かし、「いやし、やすらぎ」の機会の提供、食糧の安定的な供給などの役割を果たせ
るよう、不利条件を克服し、人口減少に歯止めをかける施策を進め、これからも住民が住み続け、安定し
た暮らしを送ることができる環境づくりに取り組みます。
⑥地方分権時代に、よりふさわしい基礎自治体の確立に向け、県と市町の人事交流等による人材育成
や、研究会の開催等による新公会計の円滑な整備などを支援します。

ⅰ）地域課題解決に向け、地域と協働したオーダーメイド型等の取組及び地域づくり支援（事業群①）
ⅱ）市町が進める「小さな拠点」づくりの支援（事業群①）
ⅲ）過疎・半島地域の活性化に向けた支援及び対策（事業群③）
ⅳ）市町の行財政基盤の強化（事業群⑥）

　　　　　　　　　　指　標 最終目標（年度） （進捗状況の分析）

―

35%
（H32）

実績値②
13%

（H26)
― ― 進捗状況

事
業
群

①肥前窯業圏の取組や「『いさかん』魅力発見！プロジェクト」をはじ
めとする振興局が中心となったプロジェクトの推進、市町等が実施す
る地域活性化への取組に対する支援及び集落維持・活性化の取組を
促進する小さな楽園プロジェクト等を通じて、地域の特色を活かした
地域発の地域づくりを推進してきた。
③平成27年度に策定した半島振興計画に基づき、市町とともに人口
減少対策に取り組んできたほか、国等に対して支援措置の拡充に向
けた要望活動を行っているところであるが、若年層の転出超過が著し
く、目標を達成できなかった。
⑥社会保障関係経費の増加等により、地方行財政を取り巻く環境は
年々厳しくなっている。平成29年度は、県と市町の人事交流や新公会
計の整備に関する研修会の実施、新長崎県市町合併支援特別交付
金を交付するなど、市町の行財政基盤の強化に努め目標を達成（見
込み）した。

　　　　　　　　　　指　標 最終目標（年度）

③半島地域の人口減少率（社会減）

1.8%未満（H27-32年減少率）
（H32）

実績値②
3.2%

（H22～H27
の減少率)

0.64% 1.14% 進捗状況

遅れ



H28実績 H28目標 H28実績

H29実績 H29目標 H29実績

H30計画 H30目標

6 18 300%

10 6 60%

12

5 5 100%

3 3 100%

3

5 5 100%

7 7 100%

7

40 44 110%

44 44 100%

46

46 41 89%

5 5 100%

1

100 73 73%

100 100 100%

100

24 22 91%

24

100 68 68%

100

1 1 100%

1 1 100%

1

10 11 110%

4 4 100%

1

1 1 100%

1 1 100%

1

100 100 100%

100 100 100%

100

２．29年度取組実績（H30新規・補正は参考記載）

事業
番号

取組
項目

事務事業名 事業
期間

事業費　(単位:千円） 事　　業　　概　　要 指標（上段：活動指標、下段：成果指標）

29年度事業の成果等

中
核
事
業

うち
一般財源

人件費
(参考)

事業対象
29年度事業の実施状況

（30年度新規・補正事業は事業内容）
指標 主な目標

所管課(室)名

1

振興局活動推進費
（県北プロジェクト） H28-30

42,588

地域づくり推進課

佐賀県及び関係自治体、団体等と連携し、地域
共有の資源である「やきもの」を中心に地域の魅
力等を広く発信し、誘客に向けた周遊対策などに
取り組んだ。

4,101
諫早湾干拓について、地域住民が身近に親しむ
機会（学ぶ・遊ぶ・観る・使う）を創出するために、
見学会、諫干まつり等のほか、新たにスケッチコ
ンクールや写真コンテストを開催するなど各種イ
ベントを実施した。

活動
指標

活動
指標

達成率

肥前窯業圏活性化の
ための協議開催回数
（回）

3,000

14,476

取組メニュー数

8,000 4,000 14,483

成果
指標

新たな肥前窯業圏活
性化事業構築数（件）6,000 14,393

0
関係市町、
各市町商
工・観光関
係団体、窯
業関係団
体など

「『いさかん』魅力発見！プロジェクト」の
各種メニューを実施することにより、諫
早湾干拓地の来訪者がさらに増加
（4,000名以上）した。
特にボート練習場としての活用につい
ては、県外団体からの合宿利用の増加
や地方大会の開催など活用の幅が広
がっている。

2

振興局活動推進費
（県央プロジェクト） H28-30

4,101

地域づくり推進課

主に干拓地
周辺の地
域住民

取組
項目
ⅰ

「肥前窯業圏」にかかるターゲットを明
確にした訴求力のある情報発信等を実
施することにより、陶磁器関係施設の
入館者の増加につながった。
また、「肥前窯業圏」への誘客や周遊促
進を図るため、旅行商品等の充実強化
に取り組むことにより、13件の旅行商品
等を造成した。

観光交流まちづくり推
進事業の助成件数
（件）

4,311 4,311 16,092

成果
指標

県民が諫早湾干拓地
に親しむ機会を創出
した日数5,577 5,577 15,992

8,042

3

２１世紀まちづくり推進
総合支援事業費 H13-30

135,493 118,235

地域づくり推進課

11,376 6,648

事業実施主体が作成
する「事業評価表」に
おける目標が達成又
は一部達成の事業数
に対する割合（％）

成果
指標19,990

16,084 活動
指標

地域づくり推進事業
等の助成件数（件）

事業実施主体が作成
する「事業評価表」に
おける目標が達成又
は一部達成の事業数
に対する割合（％）

5,632

成果
指標

活動
指標

5,766 3,766 5,597

20,1154

２１世紀まちづくり推進
総合支援事業費（再
掲） H13- 93,219 62,089

観光振興課

補助件数（件/年）
※景観計画策定

補助件数（件/年）
※景観資産等

景観法に基づく景観
計画等の策定または
景観計画に基づく各
種規制基準等の作成
（件/年）

16,182 4,825

成果
指標

16,182

事業実施主体に対す
るアンケ－ト調査で
「まちなみや景観がよ
くなった」と回答した
割合（％）

80,017

都市政策課
3,998

○

２１世紀まちづくり推進
総合補助金（美しい景
観形成推進事業）（再
掲）

H15-

活動
指標

10,600 10,600 4,0235

事業実施の遅れや効果的な情報発信
の不足等により一部目標達成に至らな
かったが、市町・民間団体等が事業を
実施する中で、実施体制等を構築し、
実績や成果、課題を活かしながら、継
続して取り組んでいく下地作り、環境づ
くりにつながった。
また、市町に対して、景観計画策定等
に要する費用の一部や、景観資産等の
保全・修景事業に対する補助を行な
い、美しい景観形成に寄与した。

9,540 9,540

市町等、観
光活性化
団体、その
他民間団
体

交流人口の拡大、地域課題の解決、資源の活用
による地域の活性化を推進するため、市町等地
域が取り組む観光振興、地域間交流、景観整備
等のまちづくりの事業に対し支援した。
※H29から所管補助金については関係３課ごとに
予算計上

121,008



H28：リーダー育成の
ための集落再生塾開
催回数（回）

1 1 100%

5 13 260%

5

5 6 120%

9 11 122%

12

2 2 100%

2 2 100%

2

数値目標なし 一部実現 ―

数値目標なし 一部実現 ―

数値目標なし

数値目標なし 110,800 ―

数値目標なし 65,000 ―

数値目標なし

0 0 100%

0 0 100%

0

9,595

9,650
小さな楽園づくり交付金による支援を通
じて、廃校舎の利活用や空き家を活用
したゲストハウスなど賑わいの場づく
り、買い物支援、高齢者の見守りなどの
活動が行われ、集落の維持・活性化の
推進に寄与した。
また、「小さな拠点」づくりの普及啓発や
アドバイザー派遣による支援等を通じ
て、市町の取組を促した。

4,798

活動
指標

○

H29,30：人材研修（集
落再生塾等）（回）

9,655

成果
指標

新たに集落維持・活
性化に取り組んだ件
数（累計）

地域づくり推進課

市町、地域
協議会等、
ＮＰＯ法
人、民間事
業者

自発的に生活サービス支援及び活性化策に一体
的に取り組み、持続的な仕組みづくりを行う地域
に対して、市町を通じて支援を行った。
併せて、「小さな拠点」づくりの普及啓発やアドバ
イザーの派遣等の支援を行った。

活動
指標

6
取組
項目
ⅱ

小さな楽園プロジェクト
費 H27-31

22,387 11,194

21,507

53,331 26,666

43,014

○

合併市町（佐世保市）が実施した「相浦地区複合
施設整備」事業等に対して、新長崎県合併市町支
援特別交付金65,000千円を交付した。

活動
指標

交付金の交付実績
（千円）

要望を行った国補助金のH30事業費確
保や補助対象の一部拡充などが図られ
た。

4,828

成果
指標

半島振興策に係る国
の支援等の要望実現

半島振興
対策実施
地域

半島振興対策実施地域の振興を図るには、国の
財政措置等の充実が不可欠であるため、県内外
の関係団体と連携し、要望活動を実施した。

半島振興推進費
H13-

7,518 6,428

地域づくり推進課

8,858 5,548

9,152 5,318

3,217

交付金の交付により、合併市町（佐世
保市）の円滑な行政運営に寄与した。

8

合併・新市町支援事業
費 H15-30

111,011

要望活動回数

7

111,011

市町村課

○65,085 65,085 1,609

成果
指標

実質公債費比率
18％以上の団体数
(団体)11,965 11,965 1,599

1,608

合併市町
(佐世保市)

３．実績の検証及び解決すべき課題と解決に向けた方向性
ⅰ）地域課題解決に向け、地域と協働したオーダーメイド型等の取組及び地域づくり支援

・肥前窯業圏の取組や「『いさかん』魅力発見！プロジェクト」をはじめとする振興局が中心となり、市町や関係団体等と連携したプロジェクトの推進や、市町等が実施する地域活性化への取組に対する支援等を通じ、自
立性・継続性のある取組に向けた下地作りや環境づくりが進み、交流人口の拡大や特色ある地域づくりにつなげるなど一定の成果が出ている。これまでの実績、成果及び課題も活かしながら、さらなる地域活性化に結
びつける視点をもって事業に取り組む必要がある。
・人口減少や少子高齢化が進行する中、集落・コミュニティの維持のためには、担い手となる人材の確保・育成も必要である。さらなる地域運営組織の形成に向け、より地域住民に近い存在である市町行政職員に対す
るファシリテーション研修や、専門家等（アドバイザー）や小さな楽園事業実践者による手法の伝授など、地域に必要な人材の派遣や取組のヒントとなるような勉強会等（集落再生塾）の開催等による担い手人材の研
修・育成のサポートへの支援を行っていく。

ⅱ）市町が進める「小さな拠点」づくりの支援

・「小さな拠点」づくりを進めていく上で、組織の立上げや自立に不可欠な担い手人材の不足、地域住民が主体的かつ自立・継続性ある取組の仕組みづくりといった課題がある。
・自立・継続性のある取組にしていくためには、地域で収益を確保していく視点も重要であり、特産品の商品化など自主財源確保に向けたアドバイザー派遣による支援に加え、公共施設の管理など行政事務の代行等
により運営費を確保している各種事例や支援制度などを市町等へ情報提供する。
・「小さな拠点」づくりの必要性や考え方、小さな楽園プロジェクトの取組も含めて浸透させていくために、県政出前講座などを通じた普及啓発に努めるとともに、NPO等の既存の集落維持等に取り組んでいる団体や県
内のまちづくり・地域活性化団体等から構成される長崎県地域づくりネットワーク協議会とも連携して、地域づくりや地域課題の解決、集落維持・活性化に取り組んでいく団体（組織）の形成を促進していく。
・「小さな拠点」づくりを全県下に展開していくために、まず小さな楽園プロジェクトのモデル地域で得た課題や、その解決策をわかりやすく市町やまちづくり団体などに周知することに加え、担い手団体の掘り起こしと市
町の実情に合わせた「小さな拠点」づくりの進め方を検討していく。
・また、小さな楽園プロジェクトのモデル地域の取組が自立性・継続性のある取組として、「小さな拠点」づくりの成功事例を創り出していくために、「小さな拠点」づくりの先進地域との意見交換やモデル地域の各実施団
体間の活動報告及び今後の展開について情報共有を図るための集落再生塾を引き続き開催していく。

ⅲ）過疎・半島地域の活性化に向けた支援及び対策

・道路網等社会基盤など一般地域と比較して、条件的に不利な半島地域の振興を図るには、国の財政措置等の充実が不可欠であり、県内外の関係団体と連携しながら、要望活動を継続的に実施することが重要であ
る。
・要望活動に当たっては、庁内・市町からの意向も汲み取り、本県の実情等を踏まえた具体的な要望・提案を行っていく必要がある。
・また、半島振興計画に基づき半島地域の活性化を図っていくため、国の補助事業等を活用した半島地域の魅力発信等の取組を引き続き行っていく。

取組
項目
ⅲ

取組
項目
ⅳ



事業構築の視点

1 ⑤⑥

2 ⑤⑥

3 ⑨

4 ②

5 ⑤⑦

6
取組
項目
ⅱ

②

２１世紀まちづくり推進
総合支援事業費

２１世紀まちづくり推進
総合支援事業費（再
掲）

２１世紀まちづくり推進
総合補助金（美しい景
観形成推進事業）（再
掲）

改善
（都市政策課）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　―

現在、景観計画を策定していない市町については、厳しい財政状況が課題の一つとなっていることか
ら、市町への財政支援の一助として今後も本事業を継続することで、景観計画策定を促す必要があ
る。また、地域景観の核となる個性的で魅力的な景観を形成する景観資産を保全・修景することによ
り、長崎らしいまちづくりの取組を支援し、美しい景観を形成する要素となる屋外広告物（違反広告
物）の是正にも活用できるよう検討する。

ⅳ）市町の行財政基盤の強化

・県と市町の人事交流や新公会計整備の支援を通じて、一定程度、市町の行財政基盤の強化が図られている。
・また、新長崎県合併市町支援特別交付金による支援により、合併市町（佐世保市）の円滑な行財政運営に寄与している。

事業
番号

取組
項目 事務事業名

30年度事業の実施にあたり見直した内容 31年度事業の実施に向けた方向性

（H30の新たな取組は「H30新規」等と記載、見直しがない場合は「－」と記載） 見直しの方向 見直し区分

（観光振興課）
既存メニューについて真に観光地づくりに繋がる事業を優先的
に支援していく方針としたほか、より観光で地域が稼ぐ機運を
醸成し、地域にお金を落とすための新たなメニューを創設し
た。

引き続き真に「観光地づくり」に繋がる実効性の高い事業を優先的に採択していくとともに、県内の観
光地域づくりのモデルケースとなりうる、地域が主体的に取り組む実現可能性の高いまちづくり構想
等に対する集中的な支援についても検討する。

改善

振興局活動推進費
（県央プロジェクト）

諫早湾干拓地に親しんでもらうため、競技用ボート体験教室な
ど新たな取組を実施するとともに、引き続き、県、市、国、地元
住民、農業団体等をメンバーとする「諫早湾干拓にぎわい創出
事業検討協議会」を中心として利活用の検討を進め、地元と一
体となって実現に向けて取り組んでいく。

諫早湾干拓地の利活用を促進するため県が先行プロジェクトとして「『いさかん』魅力発見！プロジェ
クト」を実施してきたことにより地域資源としての認識が進んだが、まだ十分とは言えないため、本事
業は平成30年度で終了だが、平成31年度も引き続き、県が先導的に取組を進めつつ、地元に引き継
いでいけるよう「諫早湾干拓にぎわい創出事業検討協議会」で検討を行っていく。

終了

終了

（地域づくり推進課）
市町や民間団体等が実施する地域づくり事業について、地域
が主体となった自立性・継続性のある取組として、より成果に
結びつくよう、情報発信面や市町等に対する助言などにより支
援していく。

現行制度に基づく支援は本年度をもって終了する。
本事業群の成果指標「地域の特色を活かした地域振興に対する満足度」に結びつくよう、本課が推進
する集落維持・活性化や移住・定住に係る取組を充実するなど次年度に向けて検討していく。

終了

「小さな拠点」づくりの全県下展開に向けて、他部局との連携・協働化を進め、担い手人材の育成や
市町行政職員向けの研修など人材育成面を強化することで、市町と地域住民が主体となった計画づ
くりや組織づくりを促し、ネットワークの構築も図りながら集落維持対策に向けた動きを加速化させる。

改善

４．30年度見直し内容及び31年度実施に向けた方向性

地域の主体的・継続的な事業推進を目指す上で、事業戦略に
基づくターゲットに向けた肥前窯業圏の更なる認知度向上や
誘客促進等を図るための地域の魅力発信に加えて、誘客・収
益化事業の定着を図るための各種コンテンツの更なる磨き上
げや掘り起こしを行っていく。

成果・実績の検証により、改善すべき点を洗い出し、さらなる誘客促進や政策間連携を行うなど、より
成果に結びつく取組となるよう、佐賀県及び関係自治体、関係団体との連携や情報共有を十分に図
りながら取組を推進していく。
本事業は本年度をもって終期を迎えるが、佐賀・長崎両県に跨る８市町の連携事業のため、これまで
両県主導により実施する中で、地域主導による持続性・継続性のある取組となるよう進めてきたが、
まだ十分とは言えないことから、31年度以降も、関係自治体・団体等との連携を密にし、誘客につな
がる着地商品の更なる磨き上げや掘り起こしを行いながら、収益事業の検討・定着を図っていくととも
に、今後の事業推進体制等の検討・構築を進めていくことにより、地域による自走化を図っていく。

県が小さな楽園づくり交付金により支援しているモデル地域の
取組を波及させるために、小さな楽園事業実践者による手法
の伝授、集落再生塾の開催に係る経費の支援など、「小さな拠
点」づくりの普及啓発やモデル事業の横展開に係る予算を充
実した。

小さな楽園プロジェクト
費

振興局活動推進費
（県北プロジェクト）

取組
項目
ⅰ
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取組
項目
ⅲ

②⑤⑧

8
取組
項目
ⅳ

⑩
本事業は、平成30年度をもって終了する。
（平成30年度交付予定額11,700千円）

終了

今後も継続して、本県の実情等を踏まえた具体的な要望・提案を国に対して行っていくとともに、国の
補助金等を活用した半島活性化の新たな取組の検討を行っていく。

注：「２．29年度取組実績」に記載している事業のうち、H29年度終了事業、100%国庫事業などで県の裁量
の余地がない事業、公共事業評価対象事業、研究事業評価対象事業、指定管理者制度導入施設評価対
象事業については、記載対象外としています。

現状維持半島振興推進費

合併・新市町支援事業
費

半島地域の地域間交流を一体的、広域的に推進するため、国
補助金を活用した事業により、市町と連携しながら、半島PRの
ための情報発信や先進地視察等を実施していく。

―

【事業構築の視点】

① 視点① 事業群としての成果目標に対し、特に効果が高い事業の見極め、 事業の選択と集中ができているか。
② 視点② 指標の進捗状況に応じて、その要因分析及びさらに高い効果を出すための工夫、目標に近づけるための

工夫を検討・実施できているか。
③ 視点③ 人員・予算を最大限効果的に活用するための事務・事業の廃止・見直しができているか。
④ 視点④ 政策間連携により事業効果が高められないか。事業群としてリーダーの明確化、関係課の役割分担・

協力関係の整理ができているか。
⑤ 視点⑤ 県と市町の役割分担・協力関係の整理・認識共有ができているか。
⑥ 視点⑥ 県と民間の役割分担・協力関係の整理・認識共有ができているか。
⑦ 視点⑦ 戦略的に関係者の行動を引き出せているか。
⑧ 視点⑧ 国制度等の最大限の活用が図られているか。国へ政策提案（制度改正要望）する必要はないか。
⑨ 視点⑨ 経済情勢等、環境の変化に対応した効果的・適切な見直しとなっているか。
⑩ その他の視点


